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総合労働相談コーナーにおける
情報提供・相談

2

　個別労働紛争の中には、単に法令や判例を知らなかったり、誤解に基づいて発生したものが
多くみられます。こういった場合は、労働問題に関する情報を入手したり、専門家に相談する
ことで、紛争に発展することを未然に防止、または紛争を早期に解決することができます。
　このため、各都道府県労働局の雇用環境・均等部（室）、全国の労働基準監督署などに「総
合労働相談コーナー」を設置し、総合労働相談員を配置しています。
　総合労働相談コーナーでは、プライバシーの保護に配慮しています。また、相談内容によっ
て女性相談員による対応を希望される方には、女性相談員のいるコーナーをご紹介します。詳
しくは、都道府県労働局雇用環境・均等部（室）へお問い合わせください。

総合労働相談コーナーの業務内容

〈労働問題に関するあらゆる分野が対象〉

　解雇、雇止め、配置転換、賃金の引下げなどの労働条件のほか、募集・採用、いじめ・
嫌がらせなど、労働問題に関するあらゆる分野について、労働者、事業主どちらから
の相談でも、専門の相談員が面談あるいは電話でお受けしています。

　相談者の希望に応じて、裁判所、地方公共団体など他の紛争解決機関の情報を提供
いたします。

〈他機関とも連携〉

総合労働相談コーナーの所在地

・都道府県労働局雇用環境・均等部（室）内
・労働基準監督署庁舎内
・駅周辺ビル（一部の都府県に限ります。）

厚生労働省ホームページで全国の総合労働相談コーナーの所在地を紹介
しています。
http://www.mhlw.go.jp/general/seido/chihou/kaiketu/
soudan.html（ ）
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都道府県労働局長による助言・指導3
　「都道府県労働局長による助言・指導」は、民事上の個別労働紛争について、都道府県労働
局長が、紛争当事者に対し、その問題点を指摘し、解決の方向を示すことにより、紛争当事者
の自主的な紛争解決を促進する制度です。
　この制度は、法違反の是正を図るために行われる行政指導とは異なり、あくまで紛争当事者
に対して、話し合いによる解決を促すものであって、なんらかの措置を強制するものではあり
ません。
　なお、法違反の事実がある場合には、法令に基づいて、指導権限を持つ機関が、それぞれ行
政指導などを実施することになります。

雇解 、雇止め、配置転換・出向、昇進・昇格、労働条件の不利益変更などの労働
条件に関する紛争

　いじめ・嫌がらせなどの職場環境に関する紛争
会社分割による労働契約の承継、同業他社への就業禁止などの労働契約に関する
紛争

　募集 ･ 採用に関する紛争
その他、退職に伴う研修費用の返還、営業車など会社所有物の破損についての損
害賠償をめぐる紛争 など

対象となる範囲は､ 労働条件その他労働関係に関する事項についての個別労働紛争です。

対象となる紛争

※ 労働者が助言・指導の申し出をしたことを理由に、事業主がその労働者に対して解雇その他不利益
な取り扱いをすることは法律で禁止されています。

関係紛争の解決の促進に関する法律第22条但し書※ 公務員は原則、適用除外となりますが、個別労働
きにより、国営企業・地方公営企業の職員等の勤務条件についてのみ適用となる場合があります。

対象とならない紛争

争紛の間の者働労と者働労や争紛の間の主業事と合組働労 
裁判で係争中である、または確定判決が出ているなど、他の制度において取り扱
われている紛争
労働組合と事業主との間で問題として取り上げられており、両者の間で自主的な
解決を図るべく話し合いが進められている紛争 など

次のような紛争は対象になりません。
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都道府県労働局長による助言・指導の手続きの流れ

職場におけるトラブル

総合労働相談コーナー

都道府県労働局

関連する法令・裁判例などの情報提供

助言・指導制度についての説明

助言・指導の申し出

助言・指導の実施

解　決

終　了
労働局が行うもの
申請者などが行う、または判断するもの

解決せず

他の紛争解決機関の説明・紹介

あっせんへ移行※

※助言・指導を行うも紛争の解決に至らなかった場合、他の解決手段としてあっせん手続き
　や他の機関の制度を利用することが可能ですが、あっせん申請するにあたって、必ずしも、
　その前段階の手続きとして助言・指導の手続きが必要となるわけではありません。
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助言・指導には、次のような例があります

ケース１ 配置転換に関する事案（労働者からの申し出）

■事業主のコメント
　企業が法令などを知らないで問題を起こすこともある。労使双方の大きな紛
争になる前の早い段階で、その問題の解決に向けた行政機関の助言・指導を受
けた結果、速やかに解決を図ることができ、企業にとっても有益であった。

　申出人は、○市にある店舗Aで勤務するという条件で入社した。その後、同
店舗から△市にある店舗Bへの配置転換の通告が行われた。
　今回の配置転換は会社の一方的措置で納得できない。契約期間終了日まで店
舗Aで勤務できるよう、同措置の撤回を求めて助言・指導の申し出を行った。

　労働局長の助言により、紛争当事者間の話し合いがもたれ、申出人に対する
配置転換命令が撤回され、引き続き店舗Aで勤務することになった。

ケース２ 懲戒処分に関する事案（労働者からの申し出）

■労働者のコメント
　簡易で、お金もかからず、労働局長の指導により処分が撤回され、大変あり
がたく感じている。この制度があってよかった。

　申出人は、課長から課長代理への降格を命じられた。降格の理由は「部下の
不正行為の噂を流布するという、課長としてふさわしくない行為をしたため」
と説明された。しかし、噂を流布した事実はなく、納得がいかないので、処分
の撤回を求めて助言・指導の申し出を行った。

　労働局長が事業主に対し事実関係の調査を行った結果、申出人が噂を流布し
た事実は認められなかった。申出人に対する処分は懲戒権の濫用となるので、
撤回するよう事業主に指導文書を交付したところ、処分は撤回され、申出人は
課長へ復帰することとなった。また降格に伴う役職手当の減額分についても、
遡って支給された。


